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■ 款３ 民生費 

 健康福祉部 社会福祉課  

○事業名 会計年度任用職員人件費（パートタイム）（うち特別定額給付金給付事業分） 

事業費 １，２４４ 千円 支出科目 款 ３ 項 １ 目 １ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

1,244     

支出内訳 
1 報 酬 4 共 済 費 8 旅 費 3 職員手当等  

1,037 147 32 28  

【事業の内容】 

 特別定額給付金給付事業の実施に伴い、会計年度任用職員（パートタイム）を１名配置

する。 

 ○会計年度任用職員報酬（特別定額給付金） 1,037千円 

  ・会計年度任用職員報酬 1,030円×7.25時間×20日×5か月＝746,750円 

  ・時間外勤務手当    1,030円×1.25×45時間×5か月＝289,688円 

○社会保険料（特別定額給付金）  147千円 

○費用弁償（特別定額給付金）     32千円 

○職員手当等（特別定額給付金）  28千円 

  

＊歳入[国支出金] 特別定額給付金給付事務費補助金 1,244千円 

 

○事業名 会計年度任用職員人件費（フルタイム） 

事業費 ５，２９６ 千円 支出科目 款 ３ 項 １ 目 １ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

5,296     

支出内訳 
2 給 料 3 職員手当等 4 共 済 費   

2,972 1,770 554   

【事業の内容】 

 特別定額給付金給付事業の実施に伴い、会計年度任用職員（フルタイム）を４名配置す

る。 

 ○給料（特別定額給付金） 2,972千円 

  ・会計年度任用職員報酬 148,600円×5か月×4人＝2,972,000円 

 ○職員手当等（特別定額給付金）  1,770千円 

 ○社会保険料（特別定額給付金）    554千円 

 

＊歳入[国支出金] 特別定額給付金給付事務費補助金 5,296千円 
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○事業名 特別定額給付金給付事業 

事業費 １３，２７１，４３５ 千円 支出科目 款 ３ 項 １ 目 １ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

13,271,435     

支出内訳 
18負担･補助金 12委 託 料 11役 務 費 3 職員手当等 10需 用 費 

13,194,300 51,627 23,211 1,697 600 

【事業の内容】 

 国の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」における家計への支援策として、基準

日（令和２年４月２７日）において住民基本台帳に記録されている者に対し、一人当たり

１０万円の特別定額給付金を給付する。 

 ○特別定額給付金 13,194,300千円 

・100,000円×131,943人＝13,194,300,000円 

○特別定額給付金業務委託料 45,431千円 

 ・申請書発送業務      4,200,000円×1.1＝4,620,000円 

 ・申請書（再通知）発送業務 2,800,000円×1.1＝3,080,000円 

 ・振込確定通知発送業務   4,000,000円×1.1＝4,400,000円 

 ・受付・審査・データ入力・コールセンター等業務 30,300,200円×1.1＝33,330,220円 

○特別定額給付金システム構築業務委託料 6,196千円 

 ・特別定額給付金対応システム導入作業 5,232,500円×1.1＝5,755,750円 

 ・パッケージ費用（特別定額給付金版）  400,000円×1.1＝ 440,000円 

○通信運搬費 16,422千円 

 ・初回申請書送付       84円×59,718世帯＝5,016,312円 

 ・返信用            99円×57,000世帯＝5,643,000円 

・決定通知・却下通知      63円×59,718世帯＝3,762,234円 

・未申請者申請書送付      84円×20,000世帯＝1,680,000円 

・不備等再送（特定記録郵便）160円× 2,000世帯＝  320,000円 

 〇手数料 6,789千円 

  ・口座振込手数料（初回分）     110円×59,718世帯＝6,568,980円 

・口座振込手数料（エラー再処理分）  110円× 2,000世帯＝  220,000円 

〇特別定額給付金給付事務従事者職員手当 1,697千円 

  ・常勤職員時間外勤務手当（専任２人）  

2,900円×45時間×5か月×2人＝1,305,000円 

・常勤職員時間外勤務手当（併任３人）  

2,900円×45時間×1か月×3人＝  391,500円 

 〇消耗品費 600千円 

  ・事務用消耗品等 600,000円 

 

＊歳入[国支出金] 特別定額給付金給付事業費補助金 13,194,300千円 

特別定額給付金給付事務費補助金   77,135千円※ 

（※会計年度任用職員人件費（パートタイム）1,244千円、 

会計年度任用職員人件費（フルタイム）  5,296千円、 

予備費充用分等 37,298千円を含め、補正総額は 120,973 千円）  
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 子ども部 子ども支援課  

○事業名 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 

事業費 １４６，５５５ 千円 支出科目 款 ３ 項 ２ 目 ２ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

146,555     

支出内訳 
18負担･補助金 11役 務 費 12委 託 料 3 職員手当等 10需 用 費 

140,660 2,483 2,026 1,160 226 

【事業の内容】 

 国の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」における子育て世帯の生活支援策の一

つとして、児童手当を受給する世帯（０歳から中学生のいる世帯）に対し、その対象児童

一人当たり１万円の臨時特別給付金を給付する。 

 ○子育て世帯への臨時特別給付金 140,660千円 

  ・10,000円×14,066人＝140,660,000円 

 〇通信運搬費 1,460千円 

  ・84円×17,380通＝1,459,920円 

 〇手数料 1,023千円 

  ・110円×9,300人＝1,023,000円 

 〇子ども福祉システム改修業務委託料 1,821千円 

  ・1,655,000円×1.1＝1,820,500円 

〇通知書等印字封入封緘業務委託料 205千円 

  ・20円×9,300人×1.1＝204,600円 

 〇子育て世帯への臨時特別給付金給付事務従事者職員手当 1,160千円 

  ・常勤職員時間外勤務手当 2,900円×40時間×5か月×2人＝1,160,000円 

 〇印刷製本費 200千円 

  ・12.1円×15,000通×1.1＝199,650円 

〇消耗品費 26千円 

  ・通知用コピー用紙 2,940円×8箱（40,000枚）×1.1＝25,872円 

  

 

 ＊歳入[国支出金] 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金 140,660千円 

子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金  5,895千円 
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■ 款６ 商工費 

 環境経済部 企業立地推進課  

○事業名 雇用安定対策事業（うち宿泊施設の利用によるテレワーク促進補助金分） 

事業費 ４００ 千円 支出科目 款 ６ 項 １ 目 １ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

    400 

支出内訳 
18負担･補助金     

400     

【事業の内容】 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、テレワークの推進が強く求められる中、

様々な事情により自宅での勤務が難しい市民がテレワークを行うことを促進するため、市

内の宿泊施設を利用し、テレワークを行った者に対し、宿泊施設利用料金の一部を補助す

る。 

 ○宿泊施設の利用によるテレワーク促進補助金 400千円 

補助額：市内宿泊施設の利用料の２分の１（１回の利用につき上限 2,000円） 

・4月分    2,000円×10回×4週＝ 80,000円 

・5月・6月分 2,000円×20回×8週＝320,000円 
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■ 款１０ 公債費 

 企画財政部 財政課  

○事業名 償還利子 

事業費 １，６６７ 千円 支出科目 款 １０ 項 １ 目 ２ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

    1,667 

支出内訳 
22償還金利子     

1,667     

【事業の内容】 

 特別定額給付金等の給付に伴う資金不足に備えるため、一時借入金の借入れの最高額を、

当初予算で定めた３０億円から５０億円に引き上げることに伴い、一時借入金利子を増額

する。 

 ○一時借入金利子 1,667千円 

  ・2,000,000千円×1％×1か月/12か月＝1,667千円 

   当初予算額 5,000千円（①） 

   支出見込額 6,667千円（②） 

   補 正 額 1,667千円（②-①） 


